
平成２８年度決算の概要 
 
市民の皆さんが納める税金や国・県からの補助金は、市民生活のためにさまざまな形で使われてい

ます。決算は、それらのお金が、皆さんの暮らしやまちづくりにどのように生かされたのかをまとめ

たものです。今号では平成 28 年度の決算の概要をお知らせします。 

 
【一般会計】 
「一般会計」は、福祉・教育など市民生活全般に関わる基本的な事業を行う会計で、徳島市の会計

の中心となるものです。 
平成 28 年度の一般会計決算額は、歳入が９５３億６５４５万円、歳出が９４５億１１５４万円でし

た。翌年度へ繰り越す事業に充てる財源を差し引いた「実質収支」は、１億２３４７万円の黒字で、

前年度の実質収支や財政調整基金への積み立てなどを除いた「実質単年度収支」では、１８億９６８

９万円の赤字となりました。 
また、市の貯金である財政調整基金と減債基金残高は、平成 28 年度末で６２億８９３４万円と、前

年度より７億４４８５万円減少しています。 

 
歳入 
歳入総額は、前年度より２９億７４３５万円減少しました。 
その主な要因は、市税が３億６３１５万円、国庫支出金が３億３６３７万円増加した一方で、教育

債や減収補てん債の減などにより、市債が２８億５１００万円、地方消費税交付金が５億４８１５万

円減少したことなどによるものです。 
歳出 
歳出総額は、前年度より２１億７３８２万円減少しました。 
その主な要因は、年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業費の増などにより、民生費が１３億５

７９１万円増加した一方で、沖洲小学校増改築事業費の減などにより、教育費が１８億８１１８万円、

市営住宅耐震改修事業費の減などにより、土木費が６億７０５６万円、高機能消防指令センター等整

備事業費の減などにより、消防費が４億９１８１万円減少したことなどによるものです。 
 

 
 
 

（　）は構成比

一般会計決算額

市税（41.6％）

396億7,772万円
市民税や固定資産税、軽自動車税な

ど

国庫支出金（19.5％）

186億1,153万円
市が行う事業に対する国からの負担金や補

助金

市債（8.5％）

80億9,290万円

地方交付税（9.1％）

86億7,652万円
市の財政力に応じて国から交付されるお金

県支出金（7.2％）

68億2,970万円
市が行う事業に対する県からの負担金や補

助金

諸収入（1.9％）

17億9,852万円

地方消費税交付金（4.9％）

46億5,785万円

使用料及び手数料（1.8％）

16億9,867万円
その他（5.6％）

53億2,204万円
基金からの繰入金、地方譲与税、分担金

や負担金など

歳 入
953億6,545万円

民生費（47.3％）

447億24万円
生活保護、高齢者や障碍者などの福

祉事業や保育所の運営など

教育費（8.3％）

78億8,864万円
小・中学校の施設整備や運営など

衛生費（9.8％）

92億5,318万円
ごみ・し尿の処理や健康診査事業など

公債費（9.6％）

91億27万円
借入金の返済

土木費（10.1％）

95億9,226万円
道路や公園の整備、維持管理など

総務費（7.9％）

74億1,991万円
市の管理経費やコミュニティ振興、戸籍、

住民票の発行など

消防費（3.1％）

29億63万円
消防の活動、施設の整備など

その他（3.9％）

36億5,641万円
商工費、農林水産業費、議会費など

歳 出
945億1,154万円



【特別会計・企業会計】 
一般会計とは別に、保険料など特定の収入を財源として特定の事業を行う場合に経理を明確にする

ため設置している「特別会計」と、法律に基づいて地方公共団体が経営する水道やバス事業などの「企

業会計」があります。 

 
特別会計の決算 
特別会計全体の歳入総額は６４３億３２７１万円、歳出総額は６３６億１９９６万円、歳入歳出差

引額は７億１２７５万円の黒字となりました。これは、下水道事業や介護保険事業などの黒字による

ものです。 

企業会計の決算 
総収益は１６７億４７５１万円、総費用は１５８億５９８９万円、差し引き８億８７６２万円の黒

字となりました。これは、水道事業や病院事業などの黒字によるものです。 
 

 

 

表１　一般会計・特別会計決算額

歳入 歳出 歳入歳出差引額

９５３億６，５４５万円 ９４５億１，１５４万円
８億５，３９１万円

(７億３，０４４万円)

国民健康保険事業 ３０２億９，７６７万円 ３０３億７，３９５万円
△７，６２８万円
(３，８０９万円)

食肉センター事業 １億１，８２１万円 １億１，８２１万円

下水道事業 ６０億１，５６０万円 ５８億８，１３３万円
１億３，４２７万円
(２，５５０万円)

奨学事業 ２，７４７万円 ２，２０９万円 ５３８万円

土地取得事業 ５億４，８２０万円 ５億４，８２０万円

住宅新築資金等貸付事業 １，１８５万円 １，１３８万円 ４７万円

介護保険事業 ２３８億３，３６９万円 ２３３億４，４４２万円 ４億８，９２７万円

後期高齢者医療事業 ３４億８，００２万円 ３３億２，０３８万円 １億５，９６４万円

※注　歳入歳出差引額欄の（　）は、翌年度へ繰り越す事業に充てる財源

特別会計

区分

一般会計

表２　企業会計決算額

区分 総収益 総費用 純利益（△純損失）

中央卸売市場事業 ５億１，２３３万円 ５億３７１万円 ８６２万円

商業観光施設事業 １億９，４０８万円 １億６，９７１万円 ２，４３７万円

水道事業 ５１億４，４０６万円 ４３億５，５１０万円 ７億８，８９６万円

旅客自動車運送事業 ７億４２７万円 ６億８，６８４万円 １，７４３万円

市民病院事業 １０１億９，２７７万円 １０１億４，４５３万円 ４，８２４万円


